
公園の維持管理
　相模原市では市民による自主的な公園の維持管理を推進するため、街美化アダプト制度を導入
しています。一方、城山町では直営で管理しています。合併後は相模原市の制度に統合します。

新　市城山町相模原市区　分

相模原市の制度
に統合します。無

算出基準（年額）
【清掃、除草】
１９，０００円＋１，５００円×（面積－０．０１ha）×１００
【清掃のみ】
１１，４００円＋９００円×（面積－０．０１ha）×１００

街美化
アダプト
活動支援費

環境保全

　介護保険事業は、相模原市の制度に統合します。
　また、新市としての保険料は、合併時に策定する新たな介護保険事業計画に基づき
算定しますが、合併後は、下記の相模原市の保険料額に近い金額になると見込まれます。
◆介護保険料（年額）

新　市城山町相模原市区　分

相模原市の制度に
統合します。

２２，６８０円１９，２００円第１段階
２２，６８０円２４，０００円第２段階
３４，０２０円３３，６００円第３段階
４５，３６０円４８，０００円第４段階
５６，７００円５７，６００円第５段階
６８，０４０円７２，０００円第６段階
７２，５７０円８４，０００円第７段階
７９，３８０円９６，０００円第８段階

※第１段階　生活保護受給者・老齢福祉年金受給者で世帯全員が住民税非課税
　第２段階　世帯全員が住民税非課税で課税年金収入額と合計所得金額の合計が８０万円以下
　第３段階　世帯全員が住民税非課税で課税年金収入額と合計所得金額の合計が８０万円超
　第４段階　本人が住民税非課税
　第５段階　本人が住民税課税で合計所得金額が２００万円未満
　第６段階　本人が住民税課税で合計所得金額が２００万円以上５００万円未満
　第７段階　本人が住民税課税で合計所得金額が５００万円以上１，０００万円未満
　第８段階　本人が住民税課税で合計所得金額が１，０００万円以上

介護保険

高齢者福祉

生きがい対策
　高齢者大学については、相模原市のみで実施されていますが、相模原市の制度を適
用し、城山町にお住まいの方も相模原市民と同じように受講できるようになります。
　高齢者スポーツ大会は、現行のとおりとします。

新　市城山町相模原市区　分
相模原市の制度
を適用します。無４学部３７学科（定員１，２００人）

各学科年間２４回開催高齢者大学

現行どおり年１回無高齢者スポーツ大会

はり・きゅう・マッサージ施術料助成
　在宅高齢者及び被爆者手帳の交付を受けている方に対するはり・きゅう・マッサージ施
術にかかる助成については、相模原市のみで実施されています。合併後は相模原市の制度
を適用し、城山町にお住まいの方も相模原市民と同じように受けられるようになります。

新　市城山町相模原市区　分
相模原市の制度を適
用します。無２，０００円／月助成金額

寝具消毒乾燥事業
　寝具消毒乾燥事業については、相模原市のみで実施されていますが、相模原市の制
度を適用し、城山町にお住まいの方も対象となります。

新　市城山町相模原市区　分
６５歳以上のねたきり高齢者、
ひとり暮らし高齢者等無６５歳以上のねたきり高齢者、

ひとり暮らし高齢者等対　象

消毒（丸洗い）　年３回
乾燥　年３回無消毒（丸洗い）　年３回

乾燥　年３回実施回数

自治会活動等
　自治会への助成制度については、当面、現行の支援制度を基本としますが、合併後３年を
目途に見直しを行います。また、広報紙の配布については、市全域に同一の情報を提供する
必要性から、自治会運営に支障のないよう配慮し、合併時に相模原市の制度に統合します。

新　市城山町相模原市区　分
新聞折込

（１日・１５日号）
１日号～自治会配布
１５日号～新聞折込

新聞折込
（１日・１５日号）

広報紙の
配布

現行どおりとし、合
併後３年を目途に見
直しを行います。

○均等割額 ･････････３５，０００円
○世帯割額 ･･････････２４４円
○自治会館火災保険料　　　
　　　　　　　････３５，０００円
○自治会館運営費 ･･･５０，０００円

※１
○均等割額 ･･･９，０００円
○世帯割額 ･･･　２００円

自治会
運営助成

現行どおりとし、合
併後３年を目途に見
直しを行います。

※２
○建物の新築経費の１／３
○建物の増改築経費の１／２
○身障者に配慮した建物の増
　改築経費の２／３
○建物の付帯設備整備経費の１／２

※２
○土地購入額の１／２
○建物の購入、建設、
増改築経費の１／２

○融資制度有り

集会所
建設等
助成

現行どおりとし、合
併後３年を目途に見
直しを行います。

（設置）直接、町が設置※３（設置）設置費の９０％
防犯灯
助成 （電気料）町が負担（電気料）電気料の９０％

（維持管理）８００円／灯（維持管理）７００円／灯
※１　運営助成額は、市自治会連合会が定めている基準額です。
※２　集会所建設等助成制度には、対象面積（相模原市のみ）や助成額に制限があります。
※３　防犯灯設置費補助金には、限度額があります。

市民生活

　津久井郡広域行政組合の解散（平成１８年３月１９日）により、城山町の生活系ごみ・資源の収集やし尿のく
み取り等は、相模原市が事務の委託を受けて実施していますが、合併後はその業務は新市に引き継ぎます。

新　市城山町相模原市区分
合併後３年を目途に、
段階的に相模原市の制度
を基本に統合します。

○可燃ごみ ･･･２回／週
○不燃ごみ ･･･１回／週
○資　　源 ･･･１回／月

○一般ごみ ･･･３回／週
○資　　源 ･･･１回／週

収集
頻度

清掃事業

生活系ごみの収集
　ごみ処理は、住民の日々の生活に密着した行政サービスであることから、城山町に係る収集回数等は現行
どおりとしますが、合併後３年を目途に、段階的に相模原市の制度を基本に統合する方向で見直しを行います。

◆使用料については、原則として現行のとおりとします。

使用料・手数料

新　市城山町相模原市区　分
現行どおり有料　※無料公民館使用料

現行どおり有料　※有料　※スポーツ施設使用料
（テニスコート等）
※有料施設については、利用団体等の条件により、減免措置があります。なお、合併後、新
　市において料金、減免措置等について検討します。

新　市城山町相模原市区　分

３００円３００円住民票の写し・
印鑑登録証明書

４５０円４５０円戸籍の謄本 ･抄本

◆手数料については、原則として、相模原市の制度に統合します。

　国民健康保険事業については、国の制度に基づき運営されているため、基本的な事項は、概
ね統一されていますが、保険税の算定方法が異なりますので相模原市の制度に統合します。
◆国民健康保険税（年額）

新　市城山町相模原市区　分

相模原市の制度に統
合します。

６．６５％５．７６％医療分
所得割

１．１８％１．１５％介護分
３５．０３％１０．００％医療分

資産割
８．７６％２．６０％介護分

２２，６６０円２２，５００円医療分均等割
（１人あたり） ７，２００円５，１００円介護分

１９，８１０円２２，８００円医療分平等割
（１世帯あたり） ４，４００円５，４００円介護分

３４９，３００円３０６，６００円医療分
保険税額

（モデルケース） ５７，０００円５３，３００円介護分
４０６，３００円３５９，９００円合　計

※平成１７年度賦課時の税率、金額を使用。
モデルケース
加入者数３人（４５歳の夫、３８歳の妻、１２歳の子）
夫の所得４，０００千円　妻と子の所得無し
固定資産税額　５０，０００円（夫名義で２５，０００円、妻名義で２５，０００円）

国民健康保険

重度心身障害者等福祉手当
　重度心身障害者等福祉手当については、相模原市のみで支給されていますが、相模
原市の制度を適用し、城山町にお住まいの方へも支給されます。

新　市城山町相模原市区　分
（重度）　５，０００円
（中度）　３，０００円無（重度）　５，０００円

（中度）　３，０００円
重度心身障害者等福
祉手当（月額）

障害福祉

　在宅の障害者を対象に、障害の程度が次の表に該当する方に支給されます。ただし、障害児福
祉手当、特別障害者手当などが支給される方及び施設に入所している方には支給されません。

福祉タクシー・自動車燃料費助成
　福祉タクシー ･自動車燃料費助成は相模原市及び城山町でそれぞれ実施しています
が、助成内容が異なるため、合併時に相模原市の制度に統合します。

新　市城山町相模原市区　分

相模原市の
制度に統合
します。

○タクシー券（年額）　
　　　　　　　　　３６，０００円
○ガソリン券（年額）
　　　　　　　　　３６，０００円
○バス共通カード（年額）　 　
　　　　　　　　　３６，０００円

○タクシー券（年額）　　　　
　　　　　　　　　３６，０００円
○自動車燃料券（年額）
　・本人が運転かつ所有
　　　　　　　　　２４，０００円
　・家族が運転又は所有　　
　　　　　　　　　１２，０００円

助成内容
（いずれか１
つを選択）

○身体障害者手帳１級・２級・３級の方
○療育手帳Ａ１・Ａ２の方
○特定疾患にり患している方
○リウマチ患者で身体障害者手帳
（６級以上）を所持している方
○小児慢性特定疾患にり患し
ている方

○自立支援医療（精神通院）
を利用している方

○身体障害者手帳１級・２級の方
○療育手帳Ａ１・Ａ２の方
○知能指数３５以下の方
○特定疾患にり患している方
○小児慢性特定疾患にり患し
ている方
○精神障害者保健福祉手帳１
級・２級の方

対象者

※合併時に城山町で対象としている身体障害者手帳３級、リウマチ患者及び自立支援医療（精神
通院）を利用している方については、経過措置として、合併後１年間に限り支給されます。

（重度）
・身体障害者手帳が１級・２級の方
・知能指数が３５以下の方
・身体障害者手帳が３級でかつ知能
　指数５０以下の方

（中度）
・身体障害者手帳が３級の方
・知能指数が４０以下の方
・身体障害者手帳が４級でかつ知能
　指数５０以下の方

〔対象者〕

（１通あたり）


